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１１ 三三重重県県警警察察ののししくくみみ

公安委員会

警察行政の政治的中立性と民主的統制を確保するため、警察法の規定に基づき、合議制の行政委員

会である三重県公安委員会が設置され、三重県警察を管理しています。知事が県議会の同意を得て

任命した３人の委員で構成されており、令和３年４月 日現在、弁護士（女性）、金融機関役員（男

性）、報道機関役員（男性）が選ばれています。

公安委員会は、運転免許、交通規制、各種営業監督等、国民生活に関わりのある数多くの行政事務を

処理するとともに、管内の事件・事故・災害の発生状況等を踏まえた警察の取組、組織や人事管理の

状況等について、定例会議等の機会に警察本部長らから報告を受け、これを指導することにより、

警察を管理しています。

組織・定員

三重県警察の組織は上図のとおりです。警察本部に６つの部があり、職員の教育訓練を行う警察学

校が附置されています。県下に の警察署があり、その下に の交番・駐在所があります。

定員は 人で、内訳は下表のとおりです。ほかに、採用後に市役所や県庁、警察庁、在外公館、

民間団体等に出向し、又は派遣されて働いている者もいます。

警察本部勤務 約 人

署の本署勤務 約 人

交番・駐在所 約 人

警察官 人

事務官、技官 人

巡査・巡査長 人

巡査部長 人

警部補 人

警部（署の課長等） 人

警視（署長、本部課長等） 人

警視正（署長、本部部長等） 人

【警察本部】
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警察署の管轄区域

の警察署の名称と管轄区域は、次の地図のとおりです。最も大規模な四日市南警察署（管内人口

約 万 人）の定員は 人、最も小規模な大台警察署（管内人口約１万 人）の定員は

人です。

警察署協議会

県内全ての警察署には、警察法の規定に基づき警察署協議会が置

かれています。署長が管内で暮らしたり働いたり学んだりする

方々の意見や要望を聴くとともに、その理解と協力を得るための

組織です。

委員は三重県公安委員会が委嘱しており、最も多い署で 人、

最も少ない署で５人です。管轄区域内の住民のほか、市町の職員

や学校の教員のような地域の安全をめぐる課題に意見を述べる

にふさわしい者が選ばれ、外国人や学生も含む、幅広い知識や経

験を有する方々が活躍しています。

【警察署協議会の開催状況】
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【重要犯罪の認知・検挙状況（平成 ～令和２年】

増減 増減 増減 増減

重要犯罪
重要窃盗犯
特殊詐欺

検挙率

刑法犯

暴力団犯罪
薬物事犯

来日外国人犯罪

認知件数 検挙件数 検挙人員

２２ 犯犯罪罪情情勢勢等等

刑法犯の認知件数

令和 年中の刑法犯認知件数は 件で、前年と比べ 件減少し、戦後最少となりました。

特に自転車盗を始めとする乗り物盗が 件減少しています。新型コロナウイルスの感染拡大で外

出を控える動きが出たことが、少なからず影響しているものと思われます。

年前の平成 年（ 件）と比べると約 ％の水準まで、ピークであった平成 年中（

件）と比べると約 ％の水準にまで減少しています。官民挙げての総合的な犯罪対策が効果を上げ

たものと評価できます。

重要犯罪の検挙状況

令和２年中の重要犯罪（殺人、強盗、強制性交等、強制わいせつ、放火、略取誘拐及び人身売買）の

検挙率は ％となり、前年と比べ ． ポイント上昇しました。「みえ県民力ビジョン第三次行動計

画」に掲げた目標値「 ％以上」を達成しています。迅速な初動捜査と科学技術を活用した捜査が、

検挙率の向上につながっています。

【令和２年中の主な犯罪の認知・検挙状況】

件 【刑法犯認知件数（平成 ～令和２年）】

認知件数
検挙件数
検挙人員
検挙率

【鑑定作業中の技官】

来日外国人犯罪の検挙状況

令和２年中の来日外国人犯罪の検挙件数は 件、検挙人

員は 人で、犯罪が全般的に減少する中、共に前年より

増加しました。

国籍別では、ベトナム人、ブラジル人、中国人、フィリピ

ン人の順に多く、これらで全体の６割を超えています。

在留資格別では、正規滞在者は 人（前年比＋ 人）、

不法滞在者は 人（前年比＋９人）です。正規滞在者の

中では定住者が 人と最も多く、次いで技能実習が 人

となっています。

科学捜査の推進

警察では、犯罪捜査において、ＤＮＡ型鑑定、薬物鑑定、画像鑑定等の科学技術の活用を推進してい

ます。警察本部には、こうした様々な鑑定を行う科学捜査研究所のほか、防犯カメラ画像の収集・分

析や、犯罪の発生場所・時間帯、犯罪手口等から犯人像のプロファイリングを行う捜査支援分析課、

現場に残された指紋や血痕、体液等の資料を採取する鑑識課が置かれ、警察署と連携し、犯人の特

定や犯罪の立証に不可欠な客観証拠の収集・鑑定を行っています。

このようなニーズに対応できるようにするため、令和３年度には、最新の設備や機器を備えた科学

捜査研究所の新庁舎の整備に向けた調査を行います。

検挙件数
検挙人員

【来日外国人犯罪の検挙状況（平成 ～令和２年）】

【令和２年中の国籍別検挙人員】

【毛根部の拡大写真】



【重要犯罪の認知・検挙状況（平成 ～令和２年】

増減 増減 増減 増減

重要犯罪
重要窃盗犯
特殊詐欺

検挙率

刑法犯

暴力団犯罪
薬物事犯

来日外国人犯罪

認知件数 検挙件数 検挙人員

２２ 犯犯罪罪情情勢勢等等

刑法犯の認知件数

令和 年中の刑法犯認知件数は 件で、前年と比べ 件減少し、戦後最少となりました。

特に自転車盗を始めとする乗り物盗が 件減少しています。新型コロナウイルスの感染拡大で外

出を控える動きが出たことが、少なからず影響しているものと思われます。

年前の平成 年（ 件）と比べると約 ％の水準まで、ピークであった平成 年中（

件）と比べると約 ％の水準にまで減少しています。官民挙げての総合的な犯罪対策が効果を上げ

たものと評価できます。

重要犯罪の検挙状況

令和２年中の重要犯罪（殺人、強盗、強制性交等、強制わいせつ、放火、略取誘拐及び人身売買）の

検挙率は ％となり、前年と比べ ． ポイント上昇しました。「みえ県民力ビジョン第三次行動計

画」に掲げた目標値「 ％以上」を達成しています。迅速な初動捜査と科学技術を活用した捜査が、

検挙率の向上につながっています。

【令和２年中の主な犯罪の認知・検挙状況】

件 【刑法犯認知件数（平成 ～令和２年）】

認知件数
検挙件数
検挙人員
検挙率

【鑑定作業中の技官】

来日外国人犯罪の検挙状況

令和２年中の来日外国人犯罪の検挙件数は 件、検挙人

員は 人で、犯罪が全般的に減少する中、共に前年より

増加しました。

国籍別では、ベトナム人、ブラジル人、中国人、フィリピ

ン人の順に多く、これらで全体の６割を超えています。

在留資格別では、正規滞在者は 人（前年比＋ 人）、

不法滞在者は 人（前年比＋９人）です。正規滞在者の

中では定住者が 人と最も多く、次いで技能実習が 人

となっています。

科学捜査の推進

警察では、犯罪捜査において、ＤＮＡ型鑑定、薬物鑑定、画像鑑定等の科学技術の活用を推進してい

ます。警察本部には、こうした様々な鑑定を行う科学捜査研究所のほか、防犯カメラ画像の収集・分

析や、犯罪の発生場所・時間帯、犯罪手口等から犯人像のプロファイリングを行う捜査支援分析課、

現場に残された指紋や血痕、体液等の資料を採取する鑑識課が置かれ、警察署と連携し、犯人の特

定や犯罪の立証に不可欠な客観証拠の収集・鑑定を行っています。

このようなニーズに対応できるようにするため、令和３年度には、最新の設備や機器を備えた科学

捜査研究所の新庁舎の整備に向けた調査を行います。

検挙件数
検挙人員

【来日外国人犯罪の検挙状況（平成 ～令和２年）】

【令和２年中の国籍別検挙人員】

【毛根部の拡大写真】



【刑事手続・支援制度の説明（被害者は模擬）】

３３ 身身近近なな犯犯罪罪とと被被害害者者・・相相談談者者へへのの対対応応

犯罪被害者の支援

犯罪の被害者やそのご家族・ご遺族は、怪我や財産の

喪失等の直接的な被害に加え、捜査への協力や裁判へ

の参加、再被害の不安、心ない噂話等による二次被害、

心身の不調や後遺症、就労への障害等の様々な負担や

苦しみを被ることが少なくありません。

警察では、関係機関・団体と協力しながら、捜査経過

や刑事手続の説明、臨床心理士によるカウンセリング、

公費支出制度による経済的負担の軽減、一時避難措置

等の支援施策を推進しています。

こうした取組を推進するため、平成 年には三重県犯罪被害者等支援条例が施行されたほか、県

内の市町においても同趣旨の条例の制定が進んでいます。

ストーカー事案、配偶者からの暴力事案

令和２年中、警察ではストーカー事案（注１）の相談を 件、配偶者からの暴力事案（ドメスティ

ックバイオレンス：ＤＶ）（注２）の相談を 件受理しました。これらは恋愛感情のもつれ等の私的

な人間関係から起こる事案であり、被害の実態がつかみづらく潜在化しやすい一方、執着心や支配

意識が強いことが多いため、強い加害意思を有する場合は検挙されるリスクを顧みず大胆な犯行に

及ぶこともあるなど、事態が急展開して重大事件に発展するおそれが高いという特徴があります。

このため、警察では、加害者の検挙やストーカー規制法に基づく警告・命令、相談者・被害者の保護

措置等、安全確保を最優先とした迅速的確な対応を行っています。

（注１）ここでは、恋愛感情などの好意の感情、その感情が満たされなかったことへの怨みなどの感情を充足させる目

的で、被害者やその親族などにつきまとい行為等を反復して行うことをいいます。

（注２）ここでは、元配偶者からの離婚前からの継続的な暴力を含みます。

児童虐待、子供の性被害

令和２年中、児童虐待又はその疑いがあるとして警察から児童相談所に通告した児童数は 人で

した。児童虐待は、自ら助けを求めにくい、被害を受けていること自体を認識できないなどの理由

により、被害が見えにくくなるとともに長期化し、深刻な被害に至る可能性が高いという特徴があ

ります。このため、警察では、事案を認知した際は児童の安全確保を最優先とした措置を迅速的確

に行っています。安全の直接確認を徹底するため、早期の現場臨場、付近住民への聞き込み、警察保

有情報の照会等を行うとともに、児童相談所に対し、立入調査や一時保護等の対応を取るよう求め

ています。事案に応じて、捜査も厳正かつ速やかに行っています。
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や刑事手続の説明、臨床心理士によるカウンセリング、

公費支出制度による経済的負担の軽減、一時避難措置

等の支援施策を推進しています。

こうした取組を推進するため、平成 年には三重県犯罪被害者等支援条例が施行されたほか、県

内の市町においても同趣旨の条例の制定が進んでいます。

ストーカー事案、配偶者からの暴力事案

令和２年中、警察ではストーカー事案（注１）の相談を 件、配偶者からの暴力事案（ドメスティ
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措置等、安全確保を最優先とした迅速的確な対応を行っています。

（注１）ここでは、恋愛感情などの好意の感情、その感情が満たされなかったことへの怨みなどの感情を充足させる目

的で、被害者やその親族などにつきまとい行為等を反復して行うことをいいます。

（注２）ここでは、元配偶者からの離婚前からの継続的な暴力を含みます。

児童虐待、子供の性被害

令和２年中、児童虐待又はその疑いがあるとして警察から児童相談所に通告した児童数は 人で
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員、保護者、教育委員会等と連携し、危険な書き込みを発見し

た場合の通報を依頼しています。

地域社会における子供の安全確保対策
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警察では、こうした団体に対し、犯罪情報の提供、活動用物品の提供、活動に関する助言、合同パト

ロール等の支援をしています。自主防犯パトロールに用いる自動車は青色回転灯を装備することが

認められており、令和２年度の「みえの宝！子ども見守り活動応援プロジェクト」（県民参加型予算）
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働く現役世代の参加を促進するため、企業ぐるみで地域の防犯活動への参加協力を働きかけるなど、

担い手の拡大に努めているほか、児童生徒の見守り活動等を行う「子ども安全・安心の店」の拡充に

取り組んでおり、令和２年 月末現在で 件の事業所を認定しています。

【ＬＩＮＥ広告を活用した広報啓発】

【ボランティア事業所の募集広告】 【ボランティア団体によるパトロール】



サイバー犯罪対策

キャッシュレス決済が広く普及し、コミュニケーション手段もオンラインに移行するなど、コンピ

ュータネットワークの利用が拡大する中、コンピュータを対象とする犯罪やインターネットを使っ

た犯罪（サイバー犯罪）は依然多発しています。

令和２年中のサイバー犯罪に関する相談受理件数は 件で、そのうちインターネットを使った

詐欺や悪質商法に関係する相談が半数近く（ 件・約 ％）を占めています。

同年中、インターネット上のキャッシュレスサービスを悪用し、他人名義で商品を購入するなどし

た県外在住の男を不正アクセス禁止法違反・電子計算機使用詐欺容疑で逮捕するなど、 件のサイ

バー犯罪を検挙しました。同年 月には、インターネット上で個人間売買、人材募集等を行う掲示

板上に、県庁を名乗り、観光モニターのアルバイトを募集する旨の詐称の記事を掲載した事案も確

認されています。

サイバー犯罪は、被害者と犯人の間に面

識がないことが多く、匿名性が高い上、

関係先が国外に及んだり、犯行に高度な

技術が用いられたりすることもありま

す。これに対し、警察では、サイバー犯

罪に関する専門的な知識を有し、パソコ

ンやスマートフォンの解析、通信記録の

分析等を行うことができる捜査員を育

成しているほか、捜査活動を通じた新た

な犯行手口の解明、インターネット上で

の情報収集などにも取り組んでいます。

ササイイババーー犯犯罪罪のの種種類類

●● 不不正正アアククセセスス禁禁止止法法違違反反

他人のＩＤ、パスワードを盗用してネットワーク上のコンピュータに不正侵入（不正アクセス）す

る犯罪などが該当します。金融機関に不正アクセスして密かに他人の預貯金を奪い取るインターネ

ットバンキング不正送金事犯は被害が深刻化しており、令和２年中に 件（前年比＋ 件）の被

害が発生しました。

●● ココンンピピュューータタ・・電電磁磁的的記記録録をを対対象象ととししたた犯犯罪罪

コンピュータやその内部のデータを損壊したり情報を改ざんしたりする犯罪で、コンピュータウイ

ルスに関する犯罪も含まれます。県内では、コンピュータに記録された重要な書類や写真などを見

られないようにロックしてしまい、その解除と引換に多額の金銭を要求する「ランサムウェア」と

呼ばれるコンピュータウイルスによる被害も発生しています。

●● 犯犯行行のの手手段段ととししててイインンタターーネネッットトななどどののココンンピピュューータタネネッットトワワーーククをを利利用用ししたた犯犯罪罪

通信販売サイトを装った偽サイトで商品代金をだまし取る詐欺事件、ＳＮＳを通じて児童に裸画像

を送信させる児童ポルノ法違反事件等が該当し、県内でも多くの被害が発生しています。

【ランサムウェアによる被害を受けたパソコンの画面】

出典：ＩＰＡ独立行政法人情報処理推進機構
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【令和２年中の特殊詐欺の被害状況】

４４ 組組織織犯犯罪罪対対策策

特殊詐欺

面識のない被害者に電話をかけるなどして（こうした架電は「アポ電」と呼ばれます。）対面するこ

となく信頼させ、不特定多数の者から現金等を騙し取る事案を「特殊詐欺」と呼んでおり（法律上

の罪名が詐欺ではなく恐喝や窃盗に該当するものもあります。）、最近では、

①警察官等を装って口座が犯罪に利用されていると告げたり、金融機関職員を名乗ってキャッシ

ュカードの交換手続が必要だと告げたりして、キャッシュカードを騙し取る。

②官公庁職員等を装って給付金や還付金を受け取れる旨説明し、手続をさせ現金を騙し取る。

といった手口が目立っています。

令和２年中の特殊詐欺の認知件数は 件、被害額は約４億 万円で、前年より 件、約２億

万円増加しました。中でも、上記①のような預貯金詐欺が 件も増加しました。

歳以上の高齢者が被害者の ％を占めています。犯行グループは次々に新たな「だましの手口」

を考え出し、高齢者を狙った犯行を続けています。

警察では、犯行グループの検挙と実態解明を推進するとともに、広報啓発活動によって最新の犯行

手口を広く県民に知らせたり、金融機関やコンビニの協力を得て、高額の預金を引き出そうとする

高齢者に声掛けをしたりするなどの被害防止対策も行っています。

暴力団情勢

令和２年中の暴力団犯罪の検挙人員は 人、検挙件数は 件でした。これに対し、県内の暴力

団勢力はこの 年間で３分の１に減少しました。徹底した取締りや社会のコンプライアンス意識の

高まり､行政・市民・企業が協力して取り組んだ排除活動が奏功したものです。

一方で、六代目山口組と神戸山口組は平成 年の分裂以降、対立抗争の状態にあります。令和２年

１月には、暴力団対策法の規定に基づき、桑名市を警戒区域として両団体を特定抗争指定暴力団に

指定し、区域内における対立組織の構成員や居宅・事務所に対するつきまとい・うろつき、多数での

集合、両団体の事務所への立ち入りを禁止しました。同年２月には、対立抗争中の暴力団の幹部宅

に対する拳銃発砲事件が同市内で発生しています（被疑者は現行犯逮捕）。

発生件数
１件 -37件
46件 ＋46件
35件 ＋6件
６件 ±0件
１件 -4件
１件 ±0件
２件 ＋2件
０件 ±0件
０件 ±0件
30件 ＋17件

122件 ＋30件

金融商品詐欺

発生件数 うち引出額
前年同期比（増減）

被　害　額
被害額

オレオレ詐欺
預貯金詐欺

架空料金請求詐欺
融資保証金詐欺
還付金詐欺

約120万円
約5,630万円

約2億9,160万円
約1,080万円

ギャンブル詐欺
交際あっせん詐欺
その他の特殊詐欺

キャッシュカード詐欺盗
「特殊詐欺」合計

約1,660万円
約350万円

約100万円

約4,710万円
約1億290万円

約4,710万円
約4億2,820万円

０円
０円

約5,580万円

＋約2億8,590万円

＋約5,580万円
-約3,400万円

＋約2億2,190万円
＋約230万円
-約350万円

＋約1,610万円
＋約350万円

±0円
±0円

＋約2,330万円



【暴力団構成員・準構成員等の人数（平成 ～令和２年）】

【薬物犯罪の検挙状況（平成 ～令和２年）】

薬物事犯

令和２年中の薬物犯罪の検挙人員は 人で、覚醒剤

事犯が全体の約７割を占めています。他方で、大麻事

犯がここ数年、 代以下の若年層を中心に増加傾向

にあり、全国的な傾向と一致しています。

警察では、乱用者や密売組織の取締りを徹底するとと

もに、小学校・中学校・高校や民間団体と連携して行

う薬物乱用防止教室の充実を図るなど、特に若年層へ

の働き掛けを強化しています。また、薬物依存から抜

け出したい者を支える医療機関・相談機関を検挙した

者に紹介したり、その家族への情報提供をしたりする

など、再乱用防止対策も行っています。

覚醒剤
大麻
その他

覚醒剤
大麻
その他

検挙人員（人）

検挙件数（件）

【押収薬物の大麻リキッド】

暴力団構成員・準構成員の数

H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2
構成員（人） 390 310 240 200 180 170 160 140 135 130

準構成員等（人） 490 470 530 500 470 290 250 210 165 145

傘下組織数 33 32 27 25 24 22 23 22 21 19
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【交通事故の状況（平成 ～令和２年）】

【令和２年中の死者の状況】

５５ 交交通通安安全全対対策策

交通人身事故の発生状況

令和２年中の交通事故死者数は 人で、前年より２人減少し、統計を開始した昭和 年以降の最

少を更新しました。また、人身事故の発生件数は 件で、前年より 件減少しました。

平成 年と比べて約 ％の水準です。いずれも長期的に見てはっきりとした減少傾向にあります。

死亡事故の内訳には、次のような特徴が認められます。

①人対車両の事故が増加（ 件。前年より４件増。このうち 人が道路横断中）

②自転車乗用中及び歩行中の死者が増加（歩行中死者は 人と、前年比で２人増加）

③ 歳以上の高齢者の死者が多い（ 人。全死者の半数以上（ ％））

【交通事故の状況（平成 ～令和２年）】

H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2
死者数 95 95 94 112 87 100 86 87 75 73
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【信号機のない横断歩道における一時停止率】

横断歩行者の安全対策

令和元年に日本自動車連盟（ＪＡＦ）が行った「信号機のない横断歩道における停止状況全国調査」

において、当県内の停止率は ％と、全国ワースト１位でした。令和２年の調査では ％まで

向上しましたが、依然、低水準です。当県警が県内 か所で停止率を調査したところ、令和元年が

％、令和２年が ％という結果でした。こうしたことから、「みえ県民力ビジョン第三次行動

計画」では、令和５年度までに ％以上に向上させるという目標値が定められました。

横断歩道を渡ろうとする歩行者がいるときに自動車が一時停止することは、単なるマナーではなく

罰則のある法律上の義務です。警察では、横断歩行者妨害を厳正に取り締まるほか、この規定の周

知と遵守を目的とした交通安全教育・広報啓発活動に注力しています。報道機関や自治体に施策の

説明と情報の提供を行い、広報啓発の効果を高めているほか、非接触・非対面のリモート授業を行

うシステムを令和３年度中に整備し、より多数の方々に効率的かつ効果的に情報を伝えていきます。

一方で、県内の多くの横断歩道で剥離が目立ってきており、令和元年度末時点で ％強が塗り替え

の期限を過ぎています。令和２年度は幹線道路を中心に 本を塗り替えましたが（補正予算分

も含む。）、令和 年度はこれを上回る 本分の塗り替え予算を確保しています。他の道路標示

も合わせると、道路標示の更新予算額は約 億３千万円と、前年を大幅に上回っています。

【塗り替え前】 【塗り替え後】

道路交通法第 条第１項
「車両等は、横断歩道・・・に接近する場合には、・・・当該横断歩道等によりその進路の前方を横断しようとする歩
行者又は自転車・・・がないことが明らかな場合を除き、当該横断歩道等の直前・・・で停止することができるような
速度で進行しなければならない。この場合において、横断歩道等によりその進路の前方を横断し、又は横断しようと
する歩行者等があるときは、当該横断歩道等の直前で一時停止し、かつ、その通行を妨げないようにしなければなら
ない。」（罰則：３月以下の懲役又は５万円以下の罰金。過失犯は 万円以下の罰金）

平成30年 令和元年 令和２年 増減
＋23.7㌽
＋15.6㌽

JAF調査
県警調査

【高齢者講習のしくみ】

高齢運転者の交通事故防止

人口構造の高齢化が進む中、高齢者の移動手段を確保しつつ、どのようにして高齢運転者の関わる

交通事故を防止するかが課題となっています。平成９年以降、下表のとおり道路交通法が段階的に

改正され、当県警でも加齢に伴う身体機能や認知機能の低下を踏まえた対策を推進してきました。

運転免許証の自主返納制度の周知が進み、平成 年中は 件の返納があったものが、令和２年

中は 件（うち 歳以上は 件）まで増加しました。訪問による申請の受理、日曜窓口に

おける申請の受理、代理人による申請の受理、交番・駐在所における申請の受理が行えます。

また、当県警独自の高齢運転者対策として、次のような施策を推進しています。

○人身事故を起こした 歳以上の者を対象とする運転指導やサポカー試乗体験

○１年間に３回以上の交通事故を起こした 歳以上の者を対象とする個別指導

○日本自動車販売協会等の機関・団体と協力した安全運転サポート車の普及啓発活動

改正 施行 内容

高齢運転者標識の導入（７５歳以上）

運転免許証の自主返納制度の導入

高齢者講習制度の導入（７５歳以上）

高齢運転者標識の対象年齢の拡大（７０歳以上）

高齢者講習の対象年齢の拡大（７０歳以上）

運転経歴証明書制度の導入

平成９年

平成13年 14年

10年

10年

９年

改正 施行 内容
認知機能検査制度の導入（７５歳以上）

臨時認知機能検査制度の導入（７５歳以上）
臨時高齢者講習制度の導入（７５歳以上）
認知症の診察を義務付ける者の範囲の拡大

安全運転サポート車等限定免許の導入

臨時適性検査制度の導入（認知症のおそれがあると
判定された者が一定の違反行為をした場合に受検）

21年平成19年

運転技能検査の導入（７５歳以上で一定の要件に該
当した場合は、免許更新時に運転技能検査を義務付
け。一定の基準に達しない場合は免許更新不可）

令和２年
４年６月
まで

平成27年 29年

7700
歳歳
～～

7744
歳歳

※原付・小特免許は
希望により継続

 ○講義（座学）

 ○運転適性検査

 ○実車指導

認知症による運転
免許の取り消し等

運転免許証を
更新せず（※）

医師の
診断

運運転転免免許許証証
のの更更新新

7755
歳歳
以以
上上

高高齢齢者者講講習習

新新認認知知機機能能検検査査

の部分を新設

（認知症のおそれの
有無のみ判定予定）

認知機能の
おそれなし

認知症の
おそれあり 認知症である

一定の違反歴なし

認知症でない

合格

運運転転技技能能検検査査

繰り返し受検可

一定の違反歴あり 更新期間満了までに合格しない
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６ 公安の維持

警衛・警護

三重県には、皇室にゆかりのある伊勢神宮が所在するほか、近年、下表のとおり、県内で大規模な国

際会議や全国的なスポーツイベント、歴史的な皇室行事が頻繁に開催・実施されていることから、

重要又は大規模な警衛警備・警護警備を実施する機会が多くなっています。

警察では、皇室と国民との親和に配意した警衛警備を実施し、御身辺の安全確保と歓送迎者の雑踏

等による事故の防止を図っています。また、依然としてテロ等違法事案の脅威が継続する中、的確

な警護警備を実施し、来県する内外要人の身辺の安全を確保しています。令和３年中は、第 回太

平洋・島サミットや、三重とこわか国体・三重とこわか大会の開催が予定されており、その安全確保

のため、万全の体制で警備に臨む必要があります。

テロの未然防止対策

テロを未然に防止するためには幅広い情報を収集

して的確に分析することが不可欠です。警察では、

上記の重要警備や東京オリンピック・パラリンピ

ック大会の開催に向け、全国警察と連携して警備

情報の収集活動を推進しています。

また、テロの未然防止には、警察以外の関係機関の

ほか民間事業者、地域住民等の協力が不可欠です。

例えば、テロリストが武器を入手できないように

するための取組として、爆発物の原料となり得る

化学物質を販売する事業者に対し、不審な購入者

がいた場合の通報等の協力を依頼しています。

平成 28 年 伊勢志摩サミット

平成 30 年 高校総体（インターハイ）

平成 31 年

/令和元年

天皇陛下（現上皇陛下）の御退

位に伴う神宮親謁の儀

天皇陛下の御即位に伴う神宮

親謁の儀

令和３年 第 9 回太平洋・島サミット

三重とこわか国体

三重とこわか大会

【神宮参拝中のオバマ大統領 当時）】【両陛下の御来県】

【薬局を訪れる不審購入者への対応訓練】

【熊本県に派遣した警備部隊の捜索活動】

【爆発物処理訓練】【銃器対策部隊】

災害への備え

警察では、今後発生が懸念される南海トラフ地震を始めとする大規模災害に的確に対処できるよう、

災害に関する危機管理体制の点検や関係機関と連携した実戦的な訓練の実施など、災害対処能力の

向上を目指した様々な取組を推進しています。

また、他の都道府県で大規模災害が発生したときは、下表の部隊を被災地に派遣して、被災者の避

難誘導・救助、被災情報の収集、緊急交通路の確保、検視・身元確認・安否情報の提供等を行います。

令和２年７月豪雨では、当県警の広域緊急援助隊警備部隊と広域警察航空隊を熊本県に派遣し、行

方不明者の捜索活動やヘリコプターテレビシステムによる情報収集活動を行いました。

機動隊の活動

警察本部警備部に置かれた機動隊は、集団警備力によって有事即応体制を保持する常設の部隊であ

り、集団不法事案に対する治安警備、警衛・警護警備、災害警備等に備えています。機動隊では、

専門的な知見・能力が求められる事案に備え、下表のような専門部隊も編成しています。

このほか、平常時には機動捜査隊や自動車警ら隊の勤務につきながら、警備部機動隊に準じた形で

警備訓練を行う管区機動隊が設置され、大規模警備活動では府県を超えて広域運用されています。

三重県警察災害派遣隊

即応部隊 一般部隊

広域緊急援助隊警備部隊 特別警備部隊

広域緊急援助隊交通部隊 特別生活安全部隊

広域緊急援助隊刑事部隊 特別自動車警ら部隊

広域警察航空隊 特別機動捜査部隊

緊急災害警備隊 身元確認支援部隊

特別交通部隊

機動隊の専門部隊

銃器対策部隊

NBCテロ対策部隊

爆発物対策部隊

水難救助部隊

レスキュー部隊
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テロを未然に防止するためには幅広い情報を収集

して的確に分析することが不可欠です。警察では、

上記の重要警備や東京オリンピック・パラリンピ

ック大会の開催に向け、全国警察と連携して警備

情報の収集活動を推進しています。

また、テロの未然防止には、警察以外の関係機関の

ほか民間事業者、地域住民等の協力が不可欠です。

例えば、テロリストが武器を入手できないように

するための取組として、爆発物の原料となり得る

化学物質を販売する事業者に対し、不審な購入者

がいた場合の通報等の協力を依頼しています。

平成 28 年 伊勢志摩サミット

平成 30 年 高校総体（インターハイ）

平成 31 年

/令和元年

天皇陛下（現上皇陛下）の御退

位に伴う神宮親謁の儀

天皇陛下の御即位に伴う神宮

親謁の儀

令和３年 第 9 回太平洋・島サミット

三重とこわか国体

三重とこわか大会

【神宮参拝中のオバマ大統領 当時）】【両陛下の御来県】

【薬局を訪れる不審購入者への対応訓練】

【熊本県に派遣した警備部隊の捜索活動】

【爆発物処理訓練】【銃器対策部隊】

災害への備え

警察では、今後発生が懸念される南海トラフ地震を始めとする大規模災害に的確に対処できるよう、

災害に関する危機管理体制の点検や関係機関と連携した実戦的な訓練の実施など、災害対処能力の

向上を目指した様々な取組を推進しています。

また、他の都道府県で大規模災害が発生したときは、下表の部隊を被災地に派遣して、被災者の避

難誘導・救助、被災情報の収集、緊急交通路の確保、検視・身元確認・安否情報の提供等を行います。

令和２年７月豪雨では、当県警の広域緊急援助隊警備部隊と広域警察航空隊を熊本県に派遣し、行

方不明者の捜索活動やヘリコプターテレビシステムによる情報収集活動を行いました。

機動隊の活動

警察本部警備部に置かれた機動隊は、集団警備力によって有事即応体制を保持する常設の部隊であ

り、集団不法事案に対する治安警備、警衛・警護警備、災害警備等に備えています。機動隊では、

専門的な知見・能力が求められる事案に備え、下表のような専門部隊も編成しています。

このほか、平常時には機動捜査隊や自動車警ら隊の勤務につきながら、警備部機動隊に準じた形で

警備訓練を行う管区機動隊が設置され、大規模警備活動では府県を超えて広域運用されています。

三重県警察災害派遣隊

即応部隊 一般部隊

広域緊急援助隊警備部隊 特別警備部隊

広域緊急援助隊交通部隊 特別生活安全部隊

広域緊急援助隊刑事部隊 特別自動車警ら部隊

広域警察航空隊 特別機動捜査部隊

緊急災害警備隊 身元確認支援部隊

特別交通部隊

機動隊の専門部隊

銃器対策部隊

NBCテロ対策部隊

爆発物対策部隊

水難救助部隊

レスキュー部隊
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